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おわ りに
はじめに
全 日本能率連盟(1949年設立)に よると,コ ンサルティング業とは 「マネジメン ト(経営)
に関する診断,指 導,教 育訓練,調 査研究 を行 う事業をいう」ωと定義 される。この定義では,
さらに,コ ンサ ルティングを事業目的 とする組織であるコンサルティング ・ファームと,そ れ
を職業 とす る個人である経営コンサル タン トとに分けている。
同連盟が,国 際比較 の口的で実施 した調査結果による と,創 業年数20年以上のコ ンサルテ
ィング事業 団体の地域別比率は,北 米地域が75%(16社中12社)と最 も高 く,つ いで日本の
57.7%(71社中41社),ラテン ・アメリカの50%(2社 中1社)と なっている(2)。他の地域で
創業5～20年未満の比率が最 も高 くなっているのと比べると,ア メリカ合衆国や 日本では,相
対的に,コ ンサルティ ング事業の継続性が高いといえよう、,
創業20年以上 を,さ らに50～60年以1二と長期的な継続性 でみるとどの程度の比率になるか
について,同 調査では知 り得ない,,しか し,日 本に限ってみると,調 査主体 の全 日本能率連盟
の中核組織 のひとつである 日本能率協会は,そ の前身 となった団体の設立から起算すると,ほ
ぼ70年ほどの歴史を有することになる。
本稿では,こ の日本能率協会 をはじめ,戦 前および戦後のコンサルティング事業の生成 と展
開の過程について実証的に検討 し,日本の コンサルティング事業の国際比較史的特質を明 らか
にする・一助 としたい。
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1.コンザルテイング業の生成
(1)科学的管理法の文献導入
日本において,「マネジメン ト(経 営)に 関する診断,指 導,教 育訓練,調 査研究 を行 う」
コンサルティング業が登場 し始めたのは,1910年代のことである。
科学的管理法の創案者であるF・Wテイラー(FredericWinslowTaylor)は,経 営 コンサルタ
ン トの世界的先駆者であった。彼の主著ThePrinciplesofScientificManagementが1911年に±1}
版3)される と,日 本で もい ちはや くその翻訳書が出版 された。現在,確 認 されている限 り,最
初の和訳書は,1912(大正元)年11月 に出版 された横河民輔による 『科学的経営法原理』で
ある(%横 河民輔 は,現 在の横河ブリッジや横河電機の創業者であ り,日本 の工学会の代表的
人物で もあった。 しか しながら,同 書 は,非 売品であったこともあ り,ひ ろく知 られるにはい
たらなか った。テイラーの初期 の翻訳書 としてよりひろ く知 られることになったのは,加 島銀
・行(現 在の三和銀行の前身のひとつ)取 締役の星野行則の翻訳により1913年1月に出版 された
『学理的事業管理法』である(5)。
同 じ年には,F・B・ギルブ レス .(FrankB.Gilbreth)のMotionStUdyもいちはや く訳出された(ti),,
同年には,池 田藤四郎が,太 郎 なる少年職工が 「能力調査技師」(ef丘ciencyengineer)すなわ
ち 「生産技師」 として成長 してゆく過程 を,多 分 にテイラーの経験 に即 して綴 った 『無益の手
数 を省 く秘訣』{7)が出版 された。同書 は,内 容が平易であることに加えて,財 界 リーダーの薦
め もあって多 くの読者を得ることになった。この池田の翻訳書で,scientificmanagementに
「科学的始末法」 という訳 語をあてていることか ら(8),アメリカで生み出された合理化思想 を
日本の価値観 と融合 させて浸透 を計 ろ うとす る意図がうかがわれる。一・方,H・エマー ソン
(HarringtonEmerson)の用語であるethciencyも,1910年頃に創案 された新語の 「能率」が伊
藤一隆によってあてられ普及す ることとなった↓9)。この 「能率」は,1930年代 になると上野陽
.一によって 「能率道」 として,東 洋的な思想 とのいっそうの融合 ・昇華が実践的に試み られる
ことになる。
さてこのほか,諸 雑誌でも科学的管理法が紹介され,実際の経験 をふまえた書物 も刊行 され,
やや後 になると心理学や労働科学のアプローチか ら批判的な紹介 もなされた(IO)。
こうした文献紹介や実践の試み を通 じて,日本 における初期の経営 コンサルタン トが登場 し
は じめたのである。文献紹介から実践的コンサルタン トへと進展 した代表は,池 田藤四郎や上
野陽一一ωでろ う。所属組織内での実践の試みからコンサルタン ト的な活動ぺ と展開 した代表 と
しては,専 売局煙草工場の神田孝一や藤倉電線の研究部長の職責から留学経験 を経てコンサル
タン トへの道へ と進 んだ荒木東一良1卿があげられよう。
一 日本 におけるコンサルティング業の生成 と展開 47
(2)コンサルタン ト機関の設立
1917(大正6)年,池 田藤四郎 は,エ フィシエンシー協会を設立 して,科 学的管理法 をは じ
めとする能率思想の啓蒙 ・普及に努めた。 また,1922(大正11)年には,3年前 に設立 された
財団法人協調会内に産業能率研究所が設置 された。
同所 は,上 野陽一 を所 長とし,「能率研究は労働時間の短縮,適 当なる休憩時間の設定,労
銀の増加,福 利増進施設の完成等労働者のために寄 与すると共 に,生 産費の減少,製 品の改良
によって出資者の利益よ り,延 いては消費者の利益 をも計 るのであるから,そ の結果は労資協
調の実 を挙 げて,労 働争議 を未然に防ぐ方法 として も役立つ」03)との趣 旨か ら,科 学的な労働
能率の研究 と各地における能率技師養成の指導にあたった。
アクロン大学をは じめ として4年間の留学か ら帰国 したばか りの荒木東 一ー一郎 も,嘱 託 として
同所 の設立 に参画 した。荒木のほか,同 所には,内 田勇三郎,増 田幸一,上 田武人などその後
の日本の経営 コンサルティング業界の中心 となる人々が集 っていた。
翌年,荒 木は同所 を辞 し,荒 木能率事務所 を設 、ン1した。 日本で初めての個人による私的な経
営 コンサルティング ・ファームである。この頃,東 京は じめ大阪,神 奈川,愛 知,兵 庫,島 根,
満州 など各地に能率の思想 ・方法の啓蒙 ・普及団体が設立 され,能 率技師の育成 も一部で開始
された。産業能率研究所では,23年2月に日本能率研究会 を発足 させて各地の団体 との連絡 を
はかった。表一1に示すように,1927(昭和2)年11月14H,ま ず6つ の諸団体が連合 して日
本能率連合会が設け られた。同連盟は,発 足直後か ら,各 地の団体に呼びかけて全国的なネ ッ
トワークを拡充 していった。
同連合会 に参加 した諸団体 のほ とんどは,民 間組織及び各府県の商工部や,商 工会議所の1
部署あるいはその支援 を得た準公共的性格を有す る組織であった。後者の独立諸団体の法人格
を特定す ることは,資 料上の制約か ら無理があるが,多 くは民法によって規定 される公益法人
の社団法人や財団法人に分類 される類の ものであったと推定される。この公益法人的諸団体が,
戦前 日本の経営コンサルティング組織の主流 となっていることに注 目しておきたい。
この ように,1920年代は,日 本 における最初の官民コンサルティング ・ファーム設立ブv・一
ムの時期であった といえよう。なお協調会産業能率研究所は,1925年4月1日をもって協調会
から離れることとな り,上野がその施設 と人的資源をほぼそのまま継承 して日本産業能率研究
所 を開設 した。なおこの時期,逓 信省や農商務省でも,省 内外の能率化 に努めている。
表 一1 日本能率連合会正会員加入団体
聞所所在地 大正]5
団体名1昔在剛 設立年月日
{設立嘲
田租[
19答
2 3 4 5 6 7 6 ' 】o. 11 腱 口 【4 15 16 17 但 考
北海道経営飽率笛会 昭13,8.23北掲1庁経済紅 霞鋒 o
.
鳩6虐全艦営倉 昭13.8.一札幌市五香断 り《一ト o
岩手県商工日む競 合 略11.12」0岩手県庁経済部工室謀 1/摺
宮境県麓寧日究会 昭10.7.3債台市塵粟田■工謀 8/7
埼玉泉企趣経営晴究会 昭8.一.一埼玉県庁百工課 5/5 間柄12年に埼玉賜宴哀協会に併合さ9L且後肩会として会
貝となる
日靴 牢晴究会 大 ↑2.2.一 軍京市芝公田島田会館 11/14 輻和3年度東京G睾協会に醐 らさらに7隼12月臼田に
は同舎を発展的に解消し㎜ 能事島会を馳
テー ラー 盛会日本鋸 大14,10,一森 市之公田協調会館 11/22 晴和n年1:アメリカ軽営学会日本支離と昧
内日本産室能率願 所
日本姥声妓鴛笛会 大14.一,一 東京府下戸塚町戸塚 1/▲4 昭和5年5月{二逼乞
761 } 〉
醐 電縫官能闘 魂会 昭10.3.16東京瓦斯電気工]牌式 1 o' 昭湘|2年に東京1〔斎宮短 音笛と改勇』閤口～14中に週
会辻 島
神柴舟県麓宰研究会 大12,6,21冷噺川県庁産室部 ]1/14 昭和3年5.月に槽崇凋県斎王畠会能率鵬と端
折通風金田工抱 合盛会 不 明 新潟県庁商工水産艮 P/2 蒼潟県隻工費質金屑組合連合会と臨
長局主菜会土鳩管理研究話 昭6.一.一 長目商工鐵 所 」/6 昭和12～]3年に→噂出会。円相14年2月に再加入。
石}‖鶴能率協会 昭]3.5.5石川県庁姪諌部商工x 2/16
勇鐸
浜松法事島会 大 ▲5.一.一 灘舗 工粟#襲所 11/t4
日増口 書舎費 陽 乙n.14夏京碇 公■曽旧聞 11/14
愛知隔絶宰研究会 大14.一,一 麹 県経済面商エ隷 5/別 昭和12革に愛知県商工頓興会とE醜
名古用土量援興会 不 明 呂古屋市役所産業部 o
京腿 信能事研究会 昭10.10,一 カ+モジ会京部実話 1/⑦ 間知12隼3月までi二軍1田店員H雪研究会と己t萄」
大臣蓄声研究会 大n、了.35大歳府産業葛 n/工4
兵■県辞 研究会 大13.12.一碇星県庁工場箆 11/】4
兵庫県実尭協会 昭2.4,一節所 神戸区下山手通 5/5
4丁目
任江源暗殺 昭8.一.一 松江商工会国所 12/21
浜田商店遠里 昭13.10.1島風県那賀浜田町商工 2/16 田柄正体内に週▲
会田
広島県能率研究会 昭3.3.15広島県庁工場謀 o 爾和10年4月に解散。同年U別9日1二蒼発足し再箇L
下田顕 貯金事務管理醐絵 不 明 不 明 o 昭和|3←14年の筒に田舎.
共栄会 昭4.8.27小豆島蕎描製達同案組 9/13 昭和!2年に一次己妻,翌13年に小豆島能事研究会と改称
合 し醐 ふ
離 龍寧日究会 昭6.6、19高松商工会田所 了/3
福岡鵬芭率協会 咀3.7.25槽日県庁商工課 5/お 1
鮮F飽奉協会 昭4、 一.一 .〕騨 商工会田所 5/お |満満姥宰職 大13.【2満銭本社社是室 1】/14 昭和14年2月24日,灘■箆三国協会発足と同時`二周余へ境
合され直会.
社団法人 間東粥●率協会 昭03.一.一 不 晴 5/5
(注}11/14等は加入月/日。○印は加入月日不明のもの。
(出典)日 本能率連合会編r産業能Sl各号所収 「連合会会報」より作成。
《
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日本の生成期の経営 コンサルタン ト及びコンサルティング ・ファームの活動範囲をみる と,
商店経営の能率化,広 告の近代化,事 務の合理化,生 産工程 の合理化,原 価計算 手法の普及,
心理学的手法による人事管理の近代化 さらには高等教育機関での講演など広 い範囲に及んでい
る。日本のみならず欧米で も,科 学的管理法の適用範囲の拡大 とい う同様の現象がみ られた。
日本の場合,広 範囲の コンサルテ ィング活動のなかで,他 出や 上野に代表 されるように,西 洋
の合理的思想 を東洋の思想的土壌 のなかに開花 させるための用語 七 理念 」二のLl夫がなされた
とい う点にひとつの特徴がみいだされよう。
なお1929年には,万 国工業会議(TheWorldEngineeringCongress>が開かれ,そ の第12
(科学的管理)部 会には欧米の科学的管理法の中心人物 が来 日し,議 論が交わ された⑭。 上野
陽一・は,そ れ以前から国際交流面で実績 を残 してお り,同部会の進行役 も務めた。この時期 は,
その意味で,経 営 コンサルテ ィング活動に従事する各国の人々の国際交流が進展 した時期で も
あった といえ よう。
(3)日本工業協会の設立
1930年6月に商工省に設け られた臨時産業合理局生産管理委員会の決定 事項の普及組織 と し
て,翌31(昭 和6)年5月,H本 工業協会が設立 された。同協会の全国的ネッ トワークの基盤
となったのは,日 本の科学 的管理法導入のひとつの背景 となった工場法(1916年施行)の 施
行後,1917(大正6)年2月 設立の愛知県工場 会をは じめ と して,同 法の普及 ・浸透 をはかる
ため各府県 に設置 された工場協会ならびに工場懇話会であった。
上部組織の生産管理委 員会から提出 される提案の趣旨が 「机上の空論 にあらず して,既 に之
を実地に試みて充分 にに効果の著 しいことを確 かめ得 たるもの,あ るいは海外 に於て実際に行
はれつつあって,其 の成績の顕著 なる ものの中から我が国実情に照 らして,企 業の大小に拘 ら
ず之 を採用す るこ とによって,少 なか らざる効果あ りと信 じた る事項」㈹とされ たことから,
三菱電機へのウエスチ ングハ ウス社式時間研究法の導入で実績 をあげた野田信夫 と加藤威夫㈹
のほか,鉄 道省出身の堀米re'一－Cl7}や小野常雄⑱など,イ ンダス トリアル ・エ ンジニア リング志
向のつ よい実際的な人々が活動の中心 となった。
2.戦時体制 とコンサルティング活動
(1)人材養成
1920年代 に形成 された民 間コンサル タント及び各府県主導の活動 の範囲が広が りを もって
いたのとは異 なり,政 府主導 による 日本工業協会の活動範囲は生産現場が中心 となった。
同協会では,大 会 と全国研究会の開催やパ ンフレットの発行 によって工場管理の合理化 に関
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する情報交換 をはかる とともに,生 産管理のプロフェッショナル育成に努めた。表一2に示す
ように,1937(昭和12)年9月 から41(昭和16)年1月 まで,7回作業研究実習 を開催 してお
り,実 習期間2～3ヶ 月の講習会修了者の数は110名に及んでいる(19)。参加者の所属企業 を標準
産業分類(StandardIndustryClassification)で分けてみる と,電 機,金 属加工,輸 送用機器,
素金属など,軍 需に結びつ く産業の参加者が多い ことが理解できよう。
表一2「 作業研究実習」終了生産業別分布
20食品
21タバ コ
22繊維
23衣料
24木材
25家具
26製紙
27印刷 ・出 版
28化学
29石油
30ゴム
31皮革
32石材'・ネ占一± ・
ガラ ス
33素金属
34加工金 属
35機械
36電気 機 械
37輸送 機 器
38損1定機 器
39その他
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?
?
?
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?
?
?
?
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?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
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?
?
?
?
?
?
?
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?
?
?
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?
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?
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?
?
?
?
?
?
?
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?
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?
?
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?
??
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(出典)日本工業協会 『工業 ト経済』各号所収関連記事より作成。
この作業研究実習の修 了者の うち,さ らに高等科に進んで集中訓練 を重 ねた者 もいた。この
高等科研修は,1940(昭和15)年11月か ら41(昭和16)年2月 まで に各 回10日ほどの研修が
4回実施 されてお り,33名が研修を終 えている⑳。そのなかには,横 内龍雄,村 井勲,一ーノ瀬
博,福 田勇,新 居崎邦宜 など,戦 後,各 方面でコンサルティング活動 を展開す ることになる担
い手の名前がみ られる。
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(2)日本能率協会の設立と工場診断
1942(昭和17)年3月,政 府の強力な指導の もと,日 本能率連合会 と日本」1業協会を統合 し
て 日本能率協会が設立 された。日本能率協会に期待 された役割 は,統 制会が業種別の縦割 りの
機関であったのに対 して,業 種 の垣根 をこえた横割 りの産業能率増進機関ということであ り,
協会運営の原則では 「議論 よりも実行 を主 とすること」や 「総花主義 を捨てて真の重点主義」
を重視することなどが説かれた(21]o
したがって活動に際 しては,.、日本工業協会の系統の人々が中心 的な担い手 とな り,専 門別の
委員会 ・研究会 を設けて緊急課題について検討するとともに,実 際的な指導を展開 した。
表一3に示す期間1ヶ 月程度の長期工場診 断は,作 業研究にもとつ く生産性向上 を目的 とし
たものであり,す で に日本工業協会時代から始め られていた主要事業のひとつである。この時
期に もやはり鉄鋼 ・機械 ・航空機工業の生産現場での指導が中心であったが,戦 争の進展 とと
もに航空機工業の比重が高 くなっていった。これ ら診断工場のなかには,豊 川海軍工廠 では,
25ミリ機関砲の35倍増産 という驚異的な成果をみたものもあった㈱。
また43年6月から,堀 米'小 野両技 師を中心に,古 河鉱業の足尾銅山の精錬作業の指導がは
じめ られた。 これは,岸 信介名誉会長の直接の指示によって始め られたという㈱。
長期診断のほかに,指 導期間半月以下の短期指導 もあわせて行われた。1942年10月31日か
ら11月5日まで短期指導 の対象 となった新潟の島本鉄ユ:所は,す でに日本工業協会時代の41
年末から日本能率協会のモデル.Il場として開放 され,生産技術者養成の実習 にも利用 されたmp。
堀米技師の手法が動作改善を主とした作業研究が基盤 となっていたのに対 して,小 野技師の
ほうは,工 程系列や管理組織 を統合 した生産 システムの改善が基盤 となっていた とされる口。
小野技師のそ うした方向性からこの時期に考案 されたのが 「推進区工程管理法」 と呼ばれる方
式である。 これ は,中 央の管理センターが統括 し,自 己完結的ない くつかの作業単位か ら成る
生産計画の方法である。作業増加に ともなう伝票増大,空 襲による帳票の消失,工 場疎開の問
題に対処する方法 として考案 された戦時生産向きの工程管理法であった。 これにより多 くの問
題が解決されるにいたったという鯛。
.ところで,こ のコンサルティ ング活動 のなかで使われた 「診断」 という言葉は,後述するよ
うに,戦 後の1950年代 になると法制度の中にも取 り入れ られ,一一般化 してゆ くことになる。
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表一3日 本能率協会長期工場診断実績(昭和17年度)
(対 象)
1.日本鋼管株式会社
2.渡辺鉄工所航空機製作所
3.日本製鉄株式会社
(1)八幡製鉄所
(2)釜石製鉄所
〈3>輪西製鉄所
4.愛知時計電機株式会社永徳工場
5.豊川海軍工廠
6.東京書籍株式会社
7.中島飛行機株式会社
太田製作所
8.中島飛行機株式会社
武蔵野製作所
(‡支aif者養成 と併三催)
9.三菱重工業名古屋
航空機製作所
(技術者養成と併催)
(期 間)
昭 和17年11月24B～12月24日
昭 和18年1月18日 ～2月12日
昭 和18年2月10日 ～3月20日
昭 和17年6月23日 ～7月6口
昭和17年7月16日 ～7月22H
昭和17年11月12日 ～12月18日
昭和18年2月25日 ～3月19日
昭和17年9月2i日 ～10月5日
昭和17年9月26日
昭和17年2月1日 ～4月30日
(昭和16年 度 よ り継 続)
(診断員班長)
森川覚三
堀米建一
森川覚三
森川覚三
森川覚三
堀米建一
福田 勇
田中親良
堀米建 一
堀 米建 一一
昭 和17年11月11日～18年1月14El堀 米 建 一
(出典)日 本能率協会 『H本能率協会創立初年度の記録』(同協会,1962年)26頁。
以上のように,1920年代 に幅広い分野での能率化 ・経営合理化を生業 として生成 した コン
サルタン ト及びコンサルテ ィング ・ファームであったが,1930年代後半のいわゆる準戦時体
制から40年代前半の戦時体制の時期 になると,国 策の要請 もあ って,組 織的 コンサ ルティン
グ業務は,生 産現場の生産性向 上とくに軍需物資のそれにいっそ う重点を置 くことになった。
かつて 日本のコンサルタントのパイオニアであった人々は,そ うした限定的な活動の主たる
担い手 にはなり得なかった。そのひとりである上野陽一 は,1942年4月,日 本能率学校 を開校
して 「能率道」の具体的実践活動 を推進 した。一方,荒 木東一郎 は,1933年に国家経済研 究
所 を設立 したのを契機に各種の産業統制案を立案 ・提言す る一方,独 自のコンサルティング活
動 を展開 した。これ らの人々が 日本の新たなコンサルティング業の発展に寄与することになる
のは,第2次 世界大戦後の ことになる。
なお 日本能率協会設立半年後の1942年9月には,財 務 ・経理の能率化を目的とする産業経理
協会が設立されている。
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3.戦後のコンサルティング業の新展開
(1)アメリカ式管理手法の再導入と新たなコンサルタン ト組織の発足
終戦直後の1945(昭和20)年12月,工業標準化に関する普及事業 を目的 とす るH本 規格協
会が設立 され,さ らに翌46年5月には,日 本のQC運 動推進の中心 となる 日本科学技術連盟が
創設 された。両団体の前史は戦時期 までさかのぼるが助,い ずれも,戦 後の新 しいコンサルテ
ィング業の先駆 的組織 となった。
1949年11月には,戦 後の新たな 「能率団体の総合機関 として」の全 日本能率連盟が創設 さ
れ,会 長には上野陽 ・が就任 した。同連盟は,「元 ・日本能率連合会の趣 旨を継承 して設立 さ
れた」⑳とされていることか ら,か つ ての日本能率連合会と同様 に民間組織 と準公共的性格の
連携組織 として再発足 したといえよう。一ヒ野 も 「全能連にかつての 日本能率連合会の再生をダ
ブらせてみていた」⑳という評価 もなされている。同連盟では,発 足以来,毎 年,全 国主要都
市で大会 を開催 し,講 演や討議 などにより情報交換をはかっていった。
全 日本能率連盟が発足 した頃から,新しい管理 システムのための基盤が整備 されるとともに,
欧米式管理手法の再導入が進め られた。
さきにみた 日本規格協会に関連することとしては,GHQの 勧告により,ISO(lnternational
OragnizationforStandardization,1947年設立)加 盟各国との情報交換 などをふ まえて,1949年
7月,工 業標準化法が施行され,戦 前の日本標準規格(JapaneseEngineeringStandards,JES)
から新たな日本工業規格(JapaneseIndustdalStandards,JIS)への切 り替 えと新 しいJISの制
定お よびその普及の事業が開始 された凹。
一一方,日 科技 連の関係 では,1949年9月か ら11月には東京,同 年11月から翌年1月 には大
阪で,GHQのCCS(CivilCommunicationSection)局員による指導の もとCCS経営講座が開
かれた。同講座では,サ ラソン(HomerM.Sarasohn)とプロ ッッマ ン(ChariesW.Protzman)
らによって,経 営方針 ・組織 ・統制 ・運営に関す る講義が行われ,統 制の講義の一部で品質管
理が講義された。翌50年の夏 には,日 科投遣 の主催でデ ミング(W.EdwardsDeming)によ
る8日 間の品質管理講座が開講 され,さ らに翌年か らはデ ミング賞実施賞の授与 もは じめ られ
た(3))。
CCS講 座 は,主 に トップ経 営 者 を対 象 とす る もの で あ っ たが,そ の他 に,MTP
(ManagementTrainingProgram)やTWI(TrainingWithinIndustry)などの人材育成システム
も導入 された。MTPは,も ともと米極東空軍(FarEastAirForce)で1動く日本人監督者を対
象に開発 された監督者訓練法(SupervisoryTrainirrg,.sr)をモデル とした,チ ャー トとシー ト
を使用する会議形式 の訓練方法であ り,1950年以 降,通 産省 によって推奨 された。またTWI
は,JI(JobInstruction),JM(JobMethods),JR(JobRelations)によって構成 される,現 場
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の職長 を育成するための手法で,1948年末以降,GHQを通 じて労働省に紹介 され,普 及が は
か られた幌b
生産管理面では,上 田武人によりWF(WorkFactor>法が紹介されたほか,MTM(Method
TimeMeasuarement)なども普及 した。人事管理面では,人 間関係論(HumanRelations)が
紹介され,販 売管 理ではマーケティングの考え方が取 り入れ られ,事 務管理では,フ ァイリン
グ ・システムの尊 人,さ らにはPCS(PunchedCardSystem)の普及へ と展開 した鰯。さらに
1955年のL!本生産性本部設立以降は,ア メリカやヨー ロッパに視察団が派遣 さ.れ,欧米の経
営手法の積極的 な導入 ・普及の運動が展開されることになる図。
こうした新 しい手法の導 入と普及のため,新 しいコンサルティング団体が設立 され,そ の仕
事の範囲も,戦 時中の生産現場中心 という状況か ら広が りをもっていった。
これ までに設立された主要なコンサルティング組織の多 くに共通することは,公益法人とい
うことであ る困。 さきにみた日本規格協会 と日本科学技術連 盟のいずれも財団法人であ り,全
日本能率連盟は社 団法人である。戦時期に設立 された日本能率協会は社団法人,産 業経理協会
は財団法人であった。
1940年代後半か ら1950年代後半にかけて設立 された主な公益法人をあげると,社 団法人中
部産業連盟(1948年5月設立),社 団法人 日本経 営協 会(1949年6月),学校法人産能大学
(1950年3月),社団法 人公 開経営指 導協会(1952年8月),社団法人企業経営協 会(1954年5
月),社団法人中小企業診断協会(1954年10月),社団法人 日本経営士会(1955年1月,社団
法人化前の 日本経営士会の設立は1951年9月),社団法人日本生産性本部(1955年3月),社団
法人 日本産業訓練協会(1955年10月〉,社団法人企業研究会(1956年3月),社団法人セール
ス ・プロモー シ ョン ・ビュー ロー(1958年1月),社団法人U本 マネ ジメ ン ト・スクール
(1959年8月)などである㈹。
これ らの各団体 は,設 立の背景ない し社会的要請 を異 にするが,こ うした公益法人が1960
年代 までの 日本の コンサルティング業界のなかで有力な地位 を占めていたことが特徴のひとつ
とみ られるeカ。
(2)個人コンサルタン ト制度の確立
戦後,新 しい経営管理手法の導入や経営環境の変化 にともなう問題の多様化 にともない,主
にvlコ小企業 を対象 とする個人コンサル タン トの数が増加 した。戦前は,上 野 陽.や 荒木東一郎
などに代表 される 「能率技師」 と1呼ばれていた人々である。
1951(昭和26)年8月,経 済安定本部の呼びかけで,こ の 「能率技師」ならぬ 「マネジメン
ト・コンサ ルタン ト」の制度化 ・近代化 をはかるための会合がもたれた。この会合 をふ まえて
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翌9月25日,日 本経営士会の創設が決議 され,10月25日には正式な発会式が開催 された。初
代役員をみると,会 長には加茂 正雄,副 会長には荒木東一郎 ・森川覚三,そ の他役員には平井
泰太郎,L野 陽一,上 田武人,岡 田徹,中 西寅雄,小 野寛徳,大 内次男,井h好 一,園 田理 ・,
倉本長治,陶 山誠太郎,桐 渕勘三など,戦 前から日本能率連合会で中心 となった人々や,・ 部
日本能率協会で活動 していた人々であった㈱。 ここに,個 人経営コンサルタン トの初の全 国組
織が結成 され,「経営士」 とい う新 しい個 人コンサルタン トの呼称 も確 立されることになった。
当初の登録会員数は50名であったが,1991年には約3600名に達 した。
一一方,1948(昭和23)年よ り,中 小企業 政策の行政措置 として実施 されて きた中小企業診
断は,1952年3月に公布 ・施行 された企業合理化促 進法(第12条)に よ り法的根拠が付与 さ
れた陶。診断の種別は,個 別診断(工 場診断 ・商店診断 ・鉱 山診断),集 団診断(商 店街診
断 ・系列診断 ・産地診断 ・業種 別診 断 ・組合 診断)お よび巡 回指導 に分 け られる。最初 の
1948年は工場診断だけであったが,翌49年 に商店診断,商 店街診断,組 合診断の3つ ,50年
に産地診断,52年に系列診断がそれぞれ始められた。法 的根拠が付与 されて以降の1953年か
ら鉱山診断 と診断後 の事後指導のための巡 可指導,56年か ら業種別診断が実施 された。1960
年からは,設 備近代化促進のための貸付企 業に対する近代化診断も始め られている。
1960年までの診断実績 をみると,個 別診断のなかに占める商店診断の比率は約70%,集 団
診断のなかに占める商店街診断の比率は約64%と,い ずれ も圧倒的に高い㈹。
これらの診断は,企 業の依頼 に応 じて,都 道府県 ・政令指定都市の診断負すなわち公務員 と
これに協力す る民間のコンサルタン トによって,無 料で実施 された。1955年には,中 小企業
全体に占める診断希望数の比率が小 さい一方で,年 々受診希望が増加する という状況に対処す
るため,モ デル工場制度を設けた。初年度 には101のモデル工場 を指定 し,同 種企業がそれに
ならって自力で自己診断 と合理化 に努めるように促 した。 このモデルi二場 という呼称 とその趣
旨は,戦 時中の 日本能率協会に よる島本鉄工所の事例にさかのぼることがで きよう。
ところで,診 断にあたる診断員は,1952年以降,一 定の研 修を経た後,通 産大臣登録の中
小企業診断 員として登録 された。1959年までに,そ の登録者総数は4930人にお よんだ。その
内訳 をみると,公 務員883人,学校教職員96人,民 間人4051人となってお り,民 間入のなか
で もとくに会計 人の2419人が最多数であったω。同年 に登録制度が廃止 され,1963年には,
試験制度の導入 により登録要件が強化 され,そ の実施 は,中 小企業診断協 会(1954年10月創
設)に 委託 された。1969年には,名 称 も通産大臣登録の中小企業診断士 と改称 された。 この
資格は唯一の国家試験によるコンサルティ ングの資格である。 しなしながら,通 産省令 によっ
てその資格 を認定 したものであって,法 令による国家資格ではない とい う点 に注意す る必要が
あろう。
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この中小企業診断上の場合 も診断機関の公的職員は約15%程度で,約40%が 職業 コンサル
タン トであ り,そ のなかには税理士や社 会保険労務士な どの資格をあわせ もつ者 も含まれてい
る㈲。 この ような兼業 コンサル タン トは,そ れぞれの資格 を基礎 に,業 務 を拡大して個人の経
営コンサルタン トあるいは小規模 コンサルタント ・ファームへ と展開するパ ターンが多い。
とくに1960年代 以降 になって,以 上の ような個人 コンサル タントに与 えられる資格称号は
急増 した。なかには,安 易に資格 を付与する団体 も生 まれてきた。そこで,マ ネジメン ト・コ
ンサ ルタントの健全 な育成 とその能力 ・資質の基準 を明確 にするために,全日本能率連盟では,
1986(昭和61)年に,会 員団体 に呼びかけて 「マ ネジメン ト・コンサル タン ト登録制度」を
制定 し,業 界の 自主規制 と健全な発展を促す こととした。1996年11月現在で,そ の資格審査
を経て登録 されているマネジメン ト・コンサル タン トの数は265名となっているeSi。
・4.コ ンサルテ ィング業の多様化'
(1)コンサルタン ト組織の利益法人化
すでにみたように,日 本のコンサルティング ・ファ・・ムの多 くは,長 い間,公 益法人として
事業 を継続 して きた。 しか しながら公益法人は,コ ンサルティ ング事業を営利 目的として幅広
く展開するには,そ の法的規定上,制 約があ る。このため,と くに1960年代末以降になって,
既存の公益法人からスピン ・.アウトさせて,独 立の営利法人の株式会社 として活動するコンサ
ルティング ・ファームが登場 してきた。その後のコンサルティング ・ファームは,最初か ら株
式会社 として発足するものが多 くなった。
1996年8月現在,全 日本能率連盟加盟正会員66団体 のうち,株 式会社形態の法人格は33団
体である。このなかには,大 企業の シンク ・タンクや外国系の もの も含 まれている叫,
日本 ・北米 ・西欧の コンサ ルティング ・ファーー ム の経営形態 についてみると,1995年時点
で,日 本は法人組織形態が93%,パ ー トナーシップがわずか1.4%であるのに対 して,北 米で
は法人組織形態が68.8%,パー トナーシ ップが18.8%,西欧では法人組織形態が67.5%,パー
トナー シップが21.70/eとなっている㈹。
日本の場合,も ともと公益法人が多 く,さ らにそこからの独立および新設による組織が株式
会社形態を採用 したことがあいまって,国 際比較的 にみて法人組織の比重が高 くなってきたと
いえよう。
(2)国際化
1960年代末以降のコンサルティング ・フ ァームの営利法 人化の背景には,外 資系 コンサ ル
ティング ・ファームの 日本進出があ った。その さきがけとなったのは,ボ ス トン ・コンサルテ
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イング ・グループ(BostonConsultingGroup)であ る。 同社は,1963年に発足 した戦略 コン
サルティング ・ファームであ り,1966(昭和41)年に東京に海外初の事務所 を開設 した㈹。そ
の後,同 社では,ヨ ーロッパ,ア ジア ・パ シフィック地域に20近くの海外事務所を開設 して
いった。
ボス トン ・コンサルティング ・グループに続いて,1971年にはマ ッキ ンゼー ・アン ド・カ
ンパニー(Mc組nsey&Company),1982年にはブーズ ・ア レン ・アン ド・ハ ミル トン(Booz-
Allen&Hamilton)が日本へ進出 した。 これらのほか に,す でに日本 に事務所 を設けていた国際
的会計事務所か らコンサルテ ィング ・ファームを独立させたものがある。その代表例 といえる
のは,1962年に東京事務 所 を開設 いて いた アーサー ・アンダーセ ン ・アン ド・カンパニー
(ArthurAndersen&Company)である。同社は,1913年にシカゴに会計事務所 として設立 され,
現在 はジュネーブに本部 を置 き世界 に300以上のメンバーを有する国際的会計事務所連合組織
にまで成 長 したが,1989年には,同 社か ら経営 コンサルティング部 門がアンダーセ ン ・コン
サルティングとして独立 した。
このアンダーセ ン ・コンサ ルテ ィングは,1990年の数字では,ア メリカ国内10,800名,世
界 に18,000名のコンサルタン トを擁する世界最大のコンサルティング ・ファームである。年収
もアメリカ国内8億7100万ドル,世 界全体で144億4200万ドルで,国 内外のいずれにおいても
トップを誇 っている働。 日本では,日 本企業の海外進醐 を支援するシステムを提供す る業務な
どを行っている。
このア ンダーセ ンをは じめ とす るアメリカの トップ40のコンサルティング ・ファームの
1990年における海外収入比率は37%に及んでお り㈱,海 外進出の進展ぶ りがうかがわれよう。
おわりに
最後に本稿による歴史的検討の成果を整理 し,それ らの諸点 と現状 との関連性について考察
してお くことに したい。
まず第1に,1910年代の日本で科学的管理法の導入と普及を契機 に,個 人コンサルタン ト及
びコンサルティング団体が登場 した。初期の個人コンサル タン トは,商 二1:業全般 の経営 コンサ
ルティングとかな り幅広 く活動を展開 した。 また海外 の専門家との交流も,深 めた。 この頃の
国際化は,後 年のような海外市場への業務進出ではな く,各 国の経験 と事情 についての情報交
換を主としたものであった。
第2に,1920年代になると,コ ンサルテ ィング組織の連合組織が形成 された。ひとつは,府
県 レベルを中心 とするひろ く商工業経営の合理化をめざした組織であった。いまひとつは,工
場の生産現場の合理化 を主 と した組織 であ った。1940年代になると,両 連合組織 が合併す る
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が,戦 時の生産拡充が焦眉の急 を要 したこともあって,、後者の組織の理念 と担い手が中心 とな
っていった。 この組織では,生 産管理技師の養成 に努め,か れらによる 「.r:場診断」を実施 し
「モデル工場」 を指定するなど,生 産合理化指導の徹底 をはかった。
第3に,戦 後1940年代末か ら50年代にかけて,ア メ リカや ヨー ロッパか ら新Lしいマ ネジメ
ン ト技術が導入 されると,さ まざまな管理手法の普及をはか るため新 しいマ ネジメン ト組織が
誕生 した。 さらにまた,戦 時中,周 辺 に退いていた人々が結束 して,個 人コンサルタン ト育成
を推進す る組織 も誕生 した。政府で も,そ うした養成のための政策を実施に移 していった。こ
れ ら個人コンサルタン トやコンサ ルティング組織の活動は,全 体 としてみると,戦 時中の生産
現場偏重 と比べ ると,経 営技術の多様性 もあって広い範囲に及ぶ ところとなった。なおそれ ら
の組織のほ とんどは,戦 前 と同様 に,公 益的法人であった。
第4に,1960年代後半になると,日 本へのアメリカの コンサルティング ・・ファームの進出 も
あって,日 本のコンサルティング ・フ ァームのなかには,既 存の公益法人から利益法人の株式
会社 として独立する ものや,株 式会社 として新設 されるものが増えていった。・日本進出を遂げ
たアメリカの コンサルティング ・ファームには,最 初か ら経営 コンサルティング ・ファームと
して上陸 したもののほかに,す でに日本に会計事務所 をもっていたものか ら経営 コンサルティ
ング部門を独立 させるもののふたつのパ ター ンがあった。
経営 コンサル タン トの教育方法 について,日 本 の場合は,自 団体で実施す るOJTが主要で
かつ初期教育 を重視 した内部教育が中心 となっているのに対 して,海 外の団体は,自 団体で実
施す るOJT,OFF-J「rと自律 的な自己啓発お よび外部プログラムへの参加 というように多様 な
方法の組み合わせによっているとされる倒。 この自団体の初期教育は,戦 前および戦時期の生
産管理技師養成プログラムに,ひ とつの源流 をみることがで きよう。
また,コ ンサルテ ィング団体の対象業種についてみると,日 本の場合,ま ず製造業 とサービ
ス業が中心であるのに対 して,海 外の場合,製 造業,公 共機関,金 融業,サ ービス業 とかな り
幅広い鶴。これは,戦 時期の活動が生産現場 に限定 されたこと,戦 後の中小企業診断が商店 中
心であった こと,さ らにコンサルティング ・ファーーム が長い間,公 益法人 として枠内での活動
を余儀な くされたこと,な どと無縁ではなかろう。
このふたつの傾向をみる限 りでも,今 日の 日本のコンサルテ ィング業の特徴は,あ る程度ま
で,そ の歴史的 な展開のプロセスに規定されているといえよう。
(注)
(ユ)全 日本 能 率 連 盟 編 『経 営 コ ン サ ル テ ィ ン グ業 の 国 際 比 較 に 関 す る 調査 研 究 』(同i里親,1996年3月)6頁 。
(2)∬]書』,151頁e
(:1)FredericWinslow'raylor,1トThcPrinciplesofSclentiilcMaiiagement'「,Harper&BrothersPublisher,NewYork
日本におけるコンサルティング'業の生成 と展開 一・….一 59
andLondon,1911.
(4)横河民輔纂 訳 ・発そ〕:『科学 的経 営法原理」(1912年H月22LD。なお同書 は,奥 田健 二 ・佐 々木 聡編集 『日
本科学的管 理史資料集 』(第二集 ・図書 続)第 ・一巻 『4JJ期翻訳 書 ・翻案』(五山堂,1995年9月30rl復刻 出版)
に収録 され てい る。
(5)星野 行則 訳r学 理 的事 業管理 法』 ・(1913年1月15日)。同 書は,間 宏 篇 『1={本労 務 管理 史資料 集 』第8巻
『科学的 管理法の導 入』(五山堂,1987年9月20日復刻 出版)に 収録 されてい る。
(6)原著 は,FrankB.Gi】brethttMotionStudy-amethodofincreacingtbeefficien(WoftheworkmantiD.Van
NostrandCompany,NewYork,1911.翻訳 書は.大 壁}F治訳 『新式1Ll場管理法 会』(大倉書'店,1912年12月
21日)。同書 も,前 掲 『初期翻訳 書 ・翻案』 に収録 されてい る。
(7)池田藤 四郎訳 撫 益 の手 数を省 く秘訣』(1913年1月2511初1坂発行)i,同書 も,前 掲 『初期翻 訳書 ・翻案』
に収録 されて いる。ただ し,収 録版 は,1915年3月15日版 である。
(8)同書,序 文10頁。
(9)並木 ・齋藤 ・中嶋'松 本 『モ ノづ くりを ・一流 に した男 た ち」(1,1刊工 業新聞社 ,1993年3月25日)】0-11
頁。
(10)1910年代 ～20年代 にか けての1二1本にお ける科学 的倶理法の文 献導入の概 要 について は,佐 々木 聡 「{二1本に
お ける科 学的管理 法導 入過程の文 献史的考察 」『経 営 史学』第21巻第1号(経 営史学 会,1986年4月)を参 照
された い。 ・
(11)一}:野陽一一・の業 績 につ い ては,齋 藤毅 憲i上 野 陽一ー 一人 と業績』(産業能率 大学,1983年10月28[1)および
同E'上野 陽一 と経営学 のパ イオニア』(産業能率 大学,1986年4月30f:Dが詳 しい。
㈱ 荒本東.・郎 につ いては,荒 木東 一郎 『能率一一代 記 一・経営顧 問三十 年一』 〈「1本経営 能率研 究所 ,1955年12
月30日),AndrewGordon,llArakilbichiroandtheShapingofLabormanagementtt(T.YuiandK,N kagawu
ed.,JapaneseManagementinHistroicalPerspective,pp.173-191,UniversilyofTokyoPress,1989),中嶋養育
「プロ ・コンサ ルタ ン ト第1号 荒木 東一・一郎」(前掲 『モ ノづ くりを一流 に した男 たち』)87～98頁な どを参照
されたい 。な お,飯 田隆 「昭和20年代 わが 同証券 業 におけ る4社経 営につ いて」(『証券経 済研 究』1997年1
月第5号)で は,『能率一 代記一・経 営顧 問三『-{一年 一・』113～118頁に記載 されてい る山一証券で の荒本 のコ ンサ
ルティ ング活動 の詳細 につ いて,山 一側 所蔵資料 に よって明 らか に してい る。
(13}「財 団法人協調 会」借和 会 ∫財団法 人協調会 史一財団法 人協調会三 卜年の歩み 一」(1965年)60頁。
(]4)万国工業会議 の概要 について は、 日本:Ll業倶楽 部 内万国T業 会議事 務所編 『万 国⊥業会議 報告』(1931年),
L.M.Gilbreth,!ATaylorSocielyDelegatetsReport',YoiliUeno'TheScientificManagcmentI)isctlssionsl,Bulle血
ofTalorSocleVDI.XV,1930,p.41,p.44.,およびWorldEnginneringConfgress,Proc einsofWorld
E㎎血⊇ ΩΩ㎎ 〔鎚Vo1.XXXW,1931などを 参 照 されたい。
㈹'日 本商 工会議所 『産業合理 化』 第2輯(1931年)91頁。
㈲ 三菱電機 へ の科学的管 理 法の導 入 とその成果 につ い ては,SatoshiSasakiiiTheIntroduction〔}fScientific
ManagementbytheMitsubishiElectricEngineeringCo、a dth FormationofanOrganizedScientific
MallagementMovementinJapaninthe1920sand1930stt(-Vol.34,No.2,1992,FrankCass,
London)を参 照 されたい。
(17)堀米建 一の業績 につ いては,小 野常雄編 『もお しょん まいんど一・堀米且一 追悼録」(日本 能率 協会,1971年)
お よび 前掲 『モ ノづ くりを..一流 に した男 たち』113～122頁を参照 され たい。
㈹ 小 野常雄 の活 動 につ いては,前 掲 「モ ノづ くりを..・流 にした男 た ち』123～132頁お よび 「追悼 小 野常雄」
編 集委員会編 『追悼 小 野常雄 一.経"}曽革新 一筋に挑 んだ信念の 人」(1997年,非売 品)を 参照 され たい。なお
筆者 に よる小野 常雄 氏への 聞 き取 り調 査(1995年1月21「1,鎌倉の ご自宅に て)で,1935年にEl本:[業協会
へ 入っ た動機 につ い て 「当時」カめてい た国鉄苗穂 工場 に工作局 長の 山下興家 さんが や って きて,生 産 ・作 業
の合理化 につい て熱 く講演 された のに強い感銘 を受けた」 と述べ られている。
㈹ ちなみ に第1回作 業研 究会参加 者10名のな かに は,戦 後 の トヨタ生 産 システムの形成 に少なか らず影響 を
与 えた新郷 重雄が 参加 してい る。新 郷 は,台 北鉄 道工場 の鍛造 職場 の技 術員 として現場 作業 の能率 向一ヒの必
要を感 じてお り,こ の と きは長期休 暇 を申請 して 自費 で参加 した とい う(前 掲 『モ ノづ くりを ・一流 に した男
60 一 一 経 営 論 集 一.
たち』141頁)。
蜘 日本 工業協会編 『工業 ト経済」 各号所収 「作業研 究実習」記事 による。
(2D日本 能率協会 『日本能率」 第1巻 第i号(1942年)3頁。
② 日本能率 協会 『..1▲年間 の足跡」(1952年)55頁。
㈲B本 能率協 会 『経営 と共 に一 日本 能率協会 コンサ ルティ ング技術40年』(同協 会,1982年)37頁。
β1)前掲 『・1年間の足跡 』54頁。
㈲ 前掲 『モ ノづ くりを一一流 に した果 たち』125頁。
¢6)詳細 は,前 掲 『経営 と共 に一 日本能率協 会 コンサルテ ィ ング技 術40年』45～49頁を参照 され たい 。
⑳ ヒ体 規格 協会 は,1942年5月に技 術院 の監督 の もとに設立 され た大 日本 航空技術 協 会の規 格担 当部 門 と
,
日本 能率協会 の規格担 当部門が 合併 して設 立 された。 ・方,日 本科学技術 連盟 は,王 政会(1918年設立),日
本技術 協会(1935年設立),全 日本 科学技術 統 同会(1940年設 立)の3団 体が1944年11月に発 展的 に解消 し
て新 発足 した大 日本技術 協会 の後継的 団体 として位 置づ け られ る(原 輝 史編 『科学 的管理 法 の導入 と展 開 一
その歴 史的国際比 較一』,昭和 堂,1990年2月,268～271頁,野中いず み執筆分 による)。
聞 知 本 能率連盟ri±団法人全1」輔 ε率連盟 栓 能連 】 ご案内』(1996年9月現在)2頁 。
⑲ 前掲 『ヒ野陽一 一人 と業績』131頁。
(30)」[業雛 化 法の制 定過 程お よび初期 の標 準化事 業 について{ま,}醜 劣編 樋 離 業政 策史」 第7巻(1996
年)251～277頁(佐々 木聡執筆 分)を 参照 され たい。
(31)この日糊 のCCSやQC運 動の腰 ↓・つ いて は,前 掲r科 学的鯉 法の尊人 と展開 一その歴stteopt際比較 一』
265～273頁を参照 され たい。
岡 ・MTPやTWIの導 入 ・普及 につい ては,日 本経 営史研 究所 編 「経 営 と歴 史」10FJ(1987年)を参照 され た
・ い。 同誌に は,MTP導入の担 い手であ った武沢信 一の 回顧談 も掲載 されてい る。
鯛)前 掲 『モ ノづ くりを一一流に した男た ち』162--166fiによる。
⑭ 生 敵 視 紬 派遣 の概 要 につい ては,S・t・hiS・saki・TheEm・・9・・ce・fth・P・。d。ti。itylmp,。。。m。 t
MovementinPostwarJapanandJapaneseProductivityMissionsOverseasPi(aneseearbookons'ss
魎No.12,JapanBusinessHistoryInstitute,pp39-71)を参 照 され たい。
陶 民法 第34条に規定 される公益 法人 とは,「祭 祀,宗 教 ,慈 善,学 術,技 芸其 他公益 二 関スル社 団又ハ財 団
ニ シテ営利 ヲ目的 トセサ ルモ ノ」 で あって,「主務 大臣 ノ許可 ヲ得 テ」設 立 され る。社 団法人 は,1一定 の 目
的 を持 った人 の組織的 集合 団に法律 上の 人格 が 与え られた もの」で あ り,財 団法人 とは 「・・定の 目的の ため
に ささげ られた独立 の財 産 に対 して法的 人格 を与 え られた もの」 と され る(近 藤 誠 『六 法解 説』永 岡書 店,
1992年版t159～160頁)。さ らに社団 法人 は,公 益 を目的 とす る もの と営利 を目的 と した ものに分け られる。
後 者の営利 を目的 とす る社団 法人は,民 法 第35条の規 定に よ り 「商 事会社設 立ノ条件二従 ヒテ」設立 される。
す なわ ち商 法第52条,同 第54条お よび有限 会社法 第1条 に定め る会社 と して扱われ る。財団法 人 には営 利法
人 はない。
なお,法 学 説 上問題 とされて きたのは,民 法第34条の 「公益 二 関スル」 とい う点で あ る。公益 とは,不 特
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